
健康経営戦略マップ
・役職員全員が働きがいを実感できる企業を目指すため、2030年度には、すべての役職員が働きがい（仕事のやりがい＋働きやすさ）を実感でき、
組織能力が向上している姿を目指す。人的資本投資によりエンゲージメントを高め、企業価値と社会価値の両立を実現させる

健康投資

健康投資効果

健康投資施策の取組状況に
関する指標

従業員の意識変容・行動変容
に関する指標

健康関連の最終的な目標指標

健康経営で解決したい
経営課題

健康経営課題

仕事と生活の調和

生活習慣病
対策

定期健康診断
受診率

2025年度 100％

精密検査受診率
2025年度 95.9％

特定保健指導
受診率

2025年度 80.0％

ストレスチェック
受検率

2025年度 99.0%

喫煙対策

メンタルヘルス対策

ワークライフバランスの推進

禁煙外来卒煙者数

残業事前申告徹底

喫煙率の低下

高ストレス者比率の低下

残業時間の削減

運動習慣対策 運動習慣研修実施 運動習慣者比率の向上

食生活改善対策 食生活改善研修実施

役職員全員が働きがいを
実感できる企業

適正体重維持者率の向上

連続休暇取得奨励

・従業員の生産性の向上
・働きがいの向上

有給休暇取得率

・2023年度  73.7%
・2024年度  72.0%
・2025年度  74.1%
→ 2030年目標 80%

・2025年度 卒煙者数 3名

・2025年度 健康増進研修実施
 受講率 100％

・2023年度 56.3％
・2024年度 56.2％
・2025年度 52.8％
→ 2030年目標 59％

・2023年度 34.3％
・2024年度 27.3％
・2025年度 29.7％
→ 2030年目標 35％

・アブセンティーイズム
‐2023年度 4.1日
‐2024年度 4.1日
‐2025年度 0.8日
→ 2030年目標 0.7日

・エンゲージメント
‐2023年度 64点（C) 【期中最高点 64点（C)】
‐2024年度 64点（C) 【 〃  65点（C+)】
‐2025年度 64点（C) 【 〃  64点（C)】
→ 2026年度以降、実施方法を変更

・2023年度 28.9％
・2024年度 28.9％
・2025年度 30.7％
→ 2030年目標 27％

・2023年度 17.6％
・2024年度 16.0％
・2025年度 16.5％
→ 2030年目標 15％

セルフケア研修受講率

・2025年度 メンタルヘルス研修実施
 受講率 100％

・残業事前申告制度
・フレックスタイム制度
・時間単位年休制度
・別途積立休暇制度
・21時前退社奨励

・メンタルヘルスカウンセリング
サービス提供
・24時間電話健康
サービス提供

・スポーツクラブ利用費用補助
・オフィス環境の改善

・受動喫煙対策実施
・オンライン禁煙プログラム実施

・2023年度 10.0時間
・2024年度 12.0時間
・2025年度 11.3時間
→ 2030年目標 10時間

・プレゼンティーイズム
‐2023年度 21点
‐2024年度 18点
‐2025年度 19点
 → 2030年目標 17点

・2025年度 健康増進研修実施
 受講率 100％

・リフレッシュ休暇取得率
‐2023年度 95.9%
‐2024年度 95.8％
‐2025年度 96.4％

・ノー残業デイ実施（週2回）

・ヘルシー弁当提供

＊測定方法
・アブセンティーイズム：病気による欠勤・休職総日数を従業員数で除する指標として集計（対象544名、集計率100%）
・プレゼンティーイズム：東大1項目版にて集計（617名回答、集計率100%）
・エンゲージメント ：自社独自の6項目について7件法にて実施（597名回答、回答率94.0%）

女性の健康対策
女性の健康に関する
理解度の向上

・2023年度 99.7％
・2024年度 100％
・2025年度 99.9％
→ 2030年目標 100％

女性の健康に関する研修
受講率

・2025年度 女性の健康に関する研修実施
 受講率 100％

・健康経営ニュースや機関誌による
情報提供
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